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公   告 

１ 定款の変更 

●名古屋市職員共済組合定款の一部変更

名古屋市職員共済組合定款の一部変更をここに公告する。

平成 30 年 1 月 1 日 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫

名古屋市職員共済組合定款第 1 号

名古屋市職員共済組合定款の一部変更 

 名古屋市職員共済組合定款（昭和 37年名古屋市職員共済組合定款第 

1号）の一部を次のように変更する。 

 第42条中「退職等年金経理」の次に「、退職等年金預託金管理経理」

を加える。 

 附則第11項中「 「退職等年金経理、経過的長期経理、経過的長期預託

金 管 理 経 理 、」  」 を 「  「 退 職 等 年 金 経 理 、 経 過 的 長 期 経 理 、」 

と、「退職等年金預託金管理経理、」とあるのは「退職等年金預託 

金管理経理、経過的長期預託金管理経理、」 」に改める。 

附 則 

この変更は、平成30年 1 月 1 日から施行する。 
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２ 規則の改正等 

 

●住宅資金貸付規則の一部を改正する規則 

 

住宅資金貸付規則の一部を改正する規則をここに公告する。 

 

平成３０年１月１日 

 

        名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規則第１号 

 

   住宅資金貸付規則の一部を改正する規則 

 

 住宅資金貸付規則（昭和６３年３月１４日名古屋市職員共済組合規則

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条中「経過的長期預託金管理経理」を「退職等年金預託金管理経

理」に改める。 

 第１３条第１項中「年４．４６％（災害貸付及び災害追加貸付にあつ

ては年３．７２％、第７条第２項に規定する在宅介護対応住宅の場合に

おいて加算された額（以下「在宅介護対応住宅貸付」という。）にあつて

は年４．２％）」を「次の各号に掲げる法第７７条第４項に規定する基準

利率（以下「基準利率」という。）の区分に応じ、基準利率が改定された

日（理事長が必要と認める場合には、当該改定された日後３月以内の日

で理事長が定める日。以下同じ。）から、当該各号に定める利率」に改め、

同項に次の各号を加える。 

一 基準利率が１．０％以下の場合 年１．２６％（災害貸付及び災

害追加貸付にあつては年０．９３％、第７条第２項に規定する在宅
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介護対応住宅の場合において加算された額（以下「在宅介護対応住

宅貸付」という。）にあつては年１．００％） 

二 基準利率が１．０％を超え１．５％以下の場合 年１．７６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年１．４３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年１．５０％） 

三 基準利率が１．５％を超え２．０％以下の場合 年２．２６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年１．９３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年２．００％） 

四 基準利率が２．０％を超え２．５％以下の場合 年２．７６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年２．４３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年２．５０％） 

五 基準利率が２．５％を超え３．０％以下の場合 年３．２６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年２．９３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年３．００％） 

六 基準利率が３．０％を超え３．５％以下の場合 年３．７６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年３．４３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年３．５０％） 

七 基準利率が３．５％を超え４．０％以下の場合 年４．２６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年３．９３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年４．００％） 

八 基準利率が４．０％を超え４．５％以下の場合 年４．７６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年４．４３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年４．５０％） 

九 基準利率が４．５％を超え５．０％以下の場合 年５．２６％（災

害貸付及び災害追加貸付にあつては年４．９３％、在宅介護対応住

宅貸付にあつては年５．００％） 

十 基準利率が５．０％を超える場合 基準利率に０．２６％を加え

た利率（災害貸付及び災害追加貸付にあつては基準利率に０．０７％

を減じた利率、在宅介護対応住宅貸付にあつては基準利率） 

第１５条第２項中「第１３条」を「第１３条第１項」に、「年２．４２％」
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を「次の各号に掲げる基準利率の区分に応じ、基準利率が改定された日

から、当該各号に定める利率」に改め、同項に次の各号を加える。 

一 基準利率が１．０％以下の場合 年０．７２％ 

二 基準利率が１．０％を超え１．５％以下の場合 年１．２２％ 

三 基準利率が１．５％を超え２．０％以下の場合 年１．７２％ 

四 基準利率が２．０％を超え２．５％以下の場合 年２．２２％ 

五 基準利率が２．５％を超え３．０％以下の場合 年２．７２％ 

六 基準利率が３．０％を超え３．５％以下の場合 年３．２２％ 

七 基準利率が３．５％を超え４．０％以下の場合 年３．７２％ 

八 基準利率が４．０％を超え４．５％以下の場合 年４．２２％ 

九 基準利率が４．５％を超え５．０％以下の場合 年４．７２％ 

十 基準利率が５．０％を超える場合 基準利率に０．２８％を減じ 

 た利率 

附則第４項及び第５項を削り、第６項を第５項とし、第７項を第６項

とし、第３項の次に次の１項を加える。 

（貸付金の財源及び借り入れる利率の特例） 

４ 貸付事業の当面の円滑な運営を期するため、第３条の規定にかかわ

らず、理事長が必要と認める期間においては、貸付金の財源を組合の

経過的長期預託金管理経理とすることができる。この場合において、

貸付経理において組合の経過的長期預託金管理経理の余裕金を借り入

れる場合の利率については、貸付経理において組合の退職等年金預託

金管理経理の余裕金を借り入れる場合の利率と同一の率とする。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公告の日から施行し、平成３０年１月１日から適用す

る。 

 （利息等に関する経過措置） 

２ 改正後の住宅資金貸付規則第１３条第１項及び第１５条第２項の規

定は、平成３０年１月１日（以下「適用日」という。）前に貸し付けた
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貸付に係る適用日の前日における未償還元金に係る適用日以後に到来

する償還期日における利息についても適用し、適用日前に到来する償

還期日における利息については、なお従前の例による。 

３ 適用日前に貸し付けた貸付金に係る適用日以後に到来する償還期日

における償還額は、適用日の前日における当該貸付金に係る未償還元

金（第１８条第１項各号の事由に該当するものを除く。）を適用日に貸

し付け、適用日の前日における当該貸付金に係る未償還回数で適用日

以後に償還したとしたならば適用されることとなる償還表に定める金

額とし、当該償還表への切替えについて必要な事項は、別に理事長が

定める。 

 

 

●貸付金規則の一部を改正する規則 

 

貸付金規則の一部を改正する規則をここに公告する。 

 

平成３０年１月１日 

 

        名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規則第２号 

 

  貸付金規則の一部を改正する規則 

 

 貸付金規則（昭和５０年３月２８日名古屋市職員共済組合規則第５ 

号）の一部を次のように改正する。 

 第１３条中「年利率４．４６％」を「次の各号に掲げる法第７７条第

４項に規定する基準利率（以下「基準利率」という。）の区分に応じ、基

準利率が改定された日（理事長が必要と認める場合には、当該改定され

た日後３月以内の日で理事長が定める日。以下同じ。）から、当該各号に
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定める利率」に改め、同項に次の各号を加える。 

一 基準利率が１．０％以下の場合 年１．２６％ 

二 基準利率が１．０％を超え１．５％以下の場合 年１．７６％ 

三 基準利率が１．５％を超え２．０％以下の場合 年２．２６％ 

四 基準利率が２．０％を超え２．５％以下の場合 年２．７６％ 

五 基準利率が２．５％を超え３．０％以下の場合 年３．２６％ 

六 基準利率が３．０％を超え３．５％以下の場合 年３．７６％ 

七 基準利率が３．５％を超え４．０％以下の場合 年４．２６％ 

八 基準利率が４．０％を超え４．５％以下の場合 年４．７６％ 

九 基準利率が４．５％を超え５．０％以下の場合 年５．２６％ 

十 基準利率が５．０％を超える場合 基準利率に０．２６％を加え 

た利率 

附則第４項を削り、第５項を第４項とする。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、公告の日から施行し、平成３０年１月１日から適用す

る。 

 （利息等に関する経過措置） 

２ 改正後の貸付金規則第１３条の規定は、平成３０年１月１日（以下

「適用日」という。）前に貸し付けた貸付に係る適用日の前日における

未償還元金に係る適用日以後に到来する償還期日における利息につい

ても適用し、適用日前に到来する償還期日における利息については、

なお従前の例による。 

３ 適用日前に貸し付けた貸付金に係る適用日以後に到来する償還期日

における償還額は、適用日の前日における当該貸付金に係る未償還元

金（第１７条第１項の事由に該当するものを除く。）を適用日に貸し付

け、適用日の前日における当該貸付金に係る未償還回数で適用日以後

に償還したとしたならば適用されることとなる償還表に定める金額と

し、当該償還表への切替えについて必要な事項は、別に理事長が定め

る。 
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３ 規程の改正等 

 

●管理規程の一部を改正する規程 

 

管理規程の一部を改正する規程をここに公告する。 

 

平成 30 年 1 月 1 日 

 

        名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫 

 

名古屋市職員共済組合規程第 1 号 

 

管理規程の一部を改正する規程 

 

管理規程（昭和37年12月 1日名古屋市職員共済組合規程第 3号）の一

部を次のように改正する。 

 

 第 9条第 2項事業課事業係の項中第三号を第四号とし、同号の前に次 

の 1号を加える。 

三 退職等年金預託金管理経理の事業計画及び執行 

   附 則 

 この規程は、平成30年 1月 1日から施行する。 
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４ 予算 

 

●平成２９年度変更事業計画及び予算 

 

平成２９年度変更事業計画及び予算をここに公告する。  

 

平成３０年１月１日  

 

名古屋市職員共済組合理事長 堀 場 和 夫  

 

名古屋市職員共済組合公告第１号  

 

平成２９年度変更事業計画及び予算  

 

（  以下予算書のとおり）  
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1 議員・役員

議員解任

議 員 新 開 輝 夫

役員退職

理 事 長 新 開 輝 夫

議員任命

副 市 長 堀 場 和 夫

役員就職

理 事 長 堀 場 和 夫

平成29年12月16日

人事異動

平成29年12月15日

平成29年12月15日

平成29年12月16日
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